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参考７

技能検定制度について

１ 概要

技能検定制度は、労働者の有する技能の程度を検定し、これを公証する国家検

定制度であり、労働者の技能と地位の向上を図ることを目的に、職業能力開発促

進法に基づき行われているものである。

本制度は、昭和３４年度から実施され、平成１８年度には全国で約５６万人の

、 。 、受検申請があり 約２２万人が合格している 技能検定制度開始からの累計では

延べ約３５２万人が技能士となっている。

２ 実施内容

技能検定は、厚生労働大臣が、政令で定める職種ごとに、厚生労働省令で定め

る等級に区分して、実技試験及び学科試験により行っている。

職種は、平成１９年１０月３１日現在１３７職種である。これらについては、

時代のニーズに合ったものとなるよう、職種・作業の新設・統廃合、試験基準の

見直し等を毎年行っている。

等級区分は、職種により、①等級に区分するもの（特級、１級、２級、３級、

基礎１級及び基礎２級）と、②等級に区分しないもの（単一等級）とがある。

３ 実施体制

技能検定は、厚生労働大臣が行うこととなっているが、技能検定の実施等の業

務は、厚生労働大臣が定める実施計画に従って都道府県知事が行い、試験問題の

作成は中央職業能力開発協会が行っている。都道府県知事は、技能検定受検申請

書の受付け、試験の実施等の業務を都道府県職業能力開発協会に行わせている。

また、ファイナンシャル・プランニング等９職種については、当該職種に関連

する民間機関が指定試験機関として指定を受け、技能検定の試験業務を行ってい

る（新設された、知的財産管理職種についても、民間機関を指定試験機関として

指定する予定であり、計１０職種となる 。）

４ 技能検定の合格者

技能検定に合格した者は、技能士と称することができ、特級、１級及び単一等

級の技能検定の合格者に対しては厚生労働大臣名の、その他の等級の技能検定の

合格者に対しては都道府県知事名又は指定試験機関名の合格証書が交付される。


